
長野市では、指定する支援機関等※の助言・支援を受けて生産性向上や売
上増加のためにIT機器等の導入を行う小規模事業者を対象に、補助金を交付
します。

長野市小規模事業者
IT機器等導入支援事業補助金

対象事業 支援機関等※の助言を受けた生産性向上のためのIT機器等の導入事業

対象者
小規模事業者のうち、市内に事業所又は事務所を有している、資本金

1,000万円以下の法人又は個人事業主

生産性向上や
売上増加の例

◇専用ソフトウェア導入による事務効率化（勤怠管理・給与計算・会計処理・在庫管理など）

◇キャッシュレス決済やPOSレジ導入による事務効率化

◇クラウドシステム導入による事務効率化

◇パーソナルコンピューター、タブレット導入による事務効率化 など

補助率等 ２／３ （上限25万円）

条件等
・市税に未納（未申告を含む）がないこと

・他団体から該当経費について補助を受けていないこと

※「支援機関等」とは．．．
長野商工会議所 TEL：０２６－２２７－２４２８ 長野市商工会 TEL：０２６－２８４－３０５３
信州新町商工会 TEL：０２６－２６２－２１３８

長野県よろず支援拠点 TEL：０２６－２２７－５８７５
AI・IoT等先端技術利活用支援拠点 TEL：０２６－２２７－５０２８

①
支援機関等※へ相談、

助言を受ける
事業計画策定

（事業計画書の提出準備）

事業完了後

長野市へ
補助金の請求

添付書類
の準備

長野市から
補助金支払

事業計画の
検討

② ③ ④

～ 手続きの流れ ～

助言（課題・技術の提案）を反映
終了後、「支援機関確認書」を受領

事業の着手
長野市から

補助金交付
決定

⑦

長野市へ実施
報告書の提出

長野市から
補助金交付確定

長野市へ
交付申請書提出

⑥

（公財）長野県中小企業振興センター

⑤

※長野商工会議所及び長野市商工会は本所及び支所で受付しています



長野市小規模事業者IT機器等導入支援事業補助金の概要

交
付
対
象
者

（１）小規模企業者※であること
（２）市内に事業所又は事務所を有すること
（３）暴力団関係者でないこと
（４）風俗営業等の事業でないこと
（５）市税に未納（未申告を含む）がないこと

対
象
事
業

・
経
費

支援機関等の助言・支援を受けて、生産性向上のために行うIT機器等の導入事業で
次に掲げる事業の経費

提
出
書
類

そ
の
他

交付申請 実績報告

（１）交付申請書（指定様式）
（２）事業計画書（指定様式）
（３）同意書（指定様式）

（４）積算根拠資料（見積書の写し）
（５）（法人） 登記事項証明書の写し
（個人事業主）住民票の写し

（６）（法人） 直近の決算報告書の写し
（個人事業主）直近かつ受領印のある申告書の写し

（７）申請者の事業概要や主たる業種が確認できる書類
（８）支援機関確認書（指定様式）
（９）その他市長が必要と認める書類

【お問い合わせ】 長野市 商工観光部 商工労働課 工業振興担当
（〒380-8512 長野市大字鶴賀緑町1613番地 長野市役所第二庁舎３階）
☎０２６－２２４－６７５１

（１）実績報告書（指定様式）
（２）補助事業に係る領収書又は支出を証する

書類の写し
（３）事業により取得もしくは構築したものが分かる
写真等

※確定後、交付請求書（指定様式）の提出が必要
です。

・補助金の交付は、年度を問わず、１事業者につき１回までです。
・国、県等他の補助金と重複した経費を申請することはできません。
・単独で20万円以上の経費については２者以上の見積りが必要です。
・ハードウェア費については、申請書類へ設置場所の明記等が必要です。

支出項目
（経費区分）

内 容

（１）ソフトウェア製品購入費 専用ソフトウェアの購入に要する経費

（２）使用料及び賃借料 クラウド使用料、システム使用料、WEB・メールサーバー使用料

※当該補助事業を実施する年度内のものに限り、その導入に要する経費
を含む。

（３）委託費 ホームページ構築（新規又は追加分（販路開拓・拡大に係るもの）、ECサイ

トの構築、セキュリティー対策、マニュアル作成等サポート及び機材等の保
守に要する経費

（４）研修費 システム等導入に係る社内研修に要する経費

（５）ハードウェア費 機械装置等（機械・装置・部品（センサー、RFID等）、工具・器具（パーソナ

ルコンピューター・タブレット、デジタル複合機、事業所内インフラの整備
等））の購入及び設定に要する経費

（６）通信運搬費 機械装置及び工具・器具購入に係る配送料

※「小規模企業者」とは…
おおむね常時従事する従業員数が、
製造業その他：２０人以下、商業又はサービス業：５人以下の事業者

（中小企業基本法第２条第５項）

（１）小規模企業者※であること
（２）資本金又は出資の額が1,000万円以下であ
ること

（３）市内に事業所又は事務所を有すること
（４）みなし大企業でないこと
（５）暴力団関係者でないこと
（６）風俗営業等の事業でないこと
（７）市税に未納（未申告を含む）がないこと

法人 個人事業主

申
請
様
式
等
は
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き

ま
す
。


